
◎森林法等の一部を改正する法律 
（平成二八年五月二〇日法律第四四号）   

一、提案理由（平成二八年四月一四日・衆議院農林水産委員会） 

○森山国務大臣 森林法等の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び

主要な内容を御説明申し上げます。 

 我が国の森林は、戦後造林された人工林が成熟して本格的な利用期を迎えており、そ

の森林資源を循環利用していくことが重要な課題となっております。その際、需要面に

おいては、住宅用等の従来の需要に加え、中高層建築物に利用可能な新たな製品の開発

や木質バイオマスの利用の広がり等を受けて、国産材の需要につきましては拡大の兆し

が見られております。一方で、供給面においては、収益性の悪化や世代交代等により、

森林所有者の経営意欲や森林への関心が低下し、国産材の安定的かつ低コストでの供給

が十分に行われていない状況にあります。 

 このような状況に対処するために、森林施業の集約化を促進する観点から、林地の境

界情報の整備や森林組合の事業の見直しを行うとともに、広域にわたる木材の集荷の円

滑化を図ることにより、国産材の安定供給体制を構築することが重要であります。 

 また、近年、伐採後の再造林が行われない土地が増加している地域があることも踏ま

え、森林資源の再造成を確保する必要があります。 

 さらに、奥地水源林等の木材の生産条件が悪い森林についても適切に整備を推進する

ことにより、森林の有する公益的機能の維持増進を図る必要があります。 

 こうした取り組みを一体的に行うことにより、森林資源の循環利用を促進し、林業の

成長産業化を後押しするため、この法律案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、森林法の一部改正であります。 

 共有林における森林の施業を円滑化するため、所在不明の森林所有者がある共有林に

おいて、都道府県知事による裁定手続、補償金の供託等を経て、所在不明の森林所有者

の立木持ち分の移転等ができる制度を創設することとしております。また、森林の土地

の所在、所有者の氏名、境界に関する測量状況等を記載した林地台帳を市町村が作成す

ることとしております。 

 さらに、森林資源の再造成を確保するため、森林所有者等に対し、伐採後の造林に係

る状況報告を義務づけることとし、市町村が森林の状況を把握しやすくすることとして

おります。 

 第二に、分収林特別措置法の一部改正であります。 

 分収林契約において、所在不明の契約当事者がある場合等であっても、契約変更を円

滑に行うことができるよう、契約当事者の十分の一を超える異議がないことをもって、

契約を変更できる制度を創設することとしております。 

 第三に、森林組合法の一部改正であります。 



 森林組合等による森林施業の集約化を促進するため、森林組合が、組合員の利益の増

進を目的として、みずから森林の経営を行うことができることとするとともに、森林組

合が森林の経営を行う際の手続を緩和することとしております。さらに、森林組合連合

会においても、森林の経営を行うことができることとしております。 

 第四に、木材の安定供給の確保に関する特別措置法の一部改正であります。 

 大規模な製材工場等が広域的に木材を集荷しやすくし、国産材の安定供給体制の構築

を促進するため、都道府県域を超える木材の安定取引に関する事業計画について、農林

水産大臣が認定できることとしております。 

 また、従来の木材製造業者に加えて、木質バイオマス利用事業者等を事業計画の作成

者に追加することとしております。 

 第五に、国立研究開発法人森林総合研究所法の一部改正であります。 

 早急に施業が必要な奥地水源地域の保安林の整備を推進するため、水源林造成業務に

ついて、本則に位置づけることとし、育成途上の森林の整備を行うことができることと

しております。 

 これに伴い、研究所の名称を国立研究開発法人森林研究・整備機構に、法律の題名を

国立研究開発法人森林研究・整備機構法に改称することとしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（平成二八年四月二八日） 

○小里泰弘君 ただいま議題となりました両法律案につきまして申し上げます。 

 まず、森林法等の一部を改正する法律案につきまして、農林水産委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における森林及び林業をめぐる状況を踏まえ、林業の成長産業化を実現

するため、国産材の安定供給体制の構築、森林資源の再造成の確保及び森林の公益的機

能の維持増進を一体的に図る必要があることから、関係法律について所要の措置を講じ

ようとするものであります。 

 本案は、去る四月十三日本委員会に付託され、翌十四日森山農林水産大臣から提案理

由の説明を聴取し、二十六日質疑を行いました。質疑終局後、討論を行い、採決いたし

ましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第で

あります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

○附帯決議（平成二八年四月二六日） 

森林は、国土の保全、水源涵養、生物多様性の保全、地球温暖化防止、木材の物質的

生産等、多面的・公益的な機能を有している。しかし、我が国の林業は、木材価格の低



迷、森林所有者の世代交代、山村地域の過疎化等により、依然として厳しい状況から、

林業の成長産業化を実現するため、適切な森林施業を通じて、国産材の安定供給体制の

構築・森林資源の再造成の確保・森林の公益的機能の維持増進を図る必要がある。 

よって政府は、本法の施行に当たり、左記事項について適切に対応すること。 

     記 

一 森林資源の循環利用の推進のためには、主伐後の確実な再造林が必要である。しか

し、木材の伐採収入で再造林に係る経費の確保は困難であり、確実な再造林に向けて、

公的補助の拡充等を図ること。 

二 集約施業の加速化を図るため、林地台帳整備にあたる市町村等への支援の強化を図

るとともに、森林経営計画作成の促進に向け、プランナー等の人材育成、国の職員に

よる技術的な支援の更なる拡大や、集約化が困難な森林の地方公共団体等による公有

林化に対する支援の強化等の施策の拡充を図ること。 

三 森林組合による森林経営事業については、過度なリスクを取ることで森林組合の経

営悪化を招くことのないよう、農林水産省は引き続き森林組合・森林組合連合会の財

務を監督するとともに、森林組合・森林組合連合会の経営・財務管理を担いうる人材

の育成に注力すること。 

四 二〇二〇年東京オリンピック・パラリンピック競技大会施設への国産材利用に積極

的に取り組むとともに、木材利用の拡大、森林認証・認証材の普及促進、木材の輸出

促進などにより、国産材需要の拡大に全力を挙げること。また、地域材の安定供給体

制の確立に向け、川上・川下における木材需要に対応した供給調整を担う組織、人材

の育成など地域における必要な方策を検討すること。また、セルロースナノファイバ

ー等の新たな技術の開発・実用化等に取り組むこと。 

五 地域林業の確立を図るためには、林業事業体の育成と林業労働力の確保は不可欠で

あり、山村振興の観点からも、地域の企業の受注機会の増大・所得向上に向けた支援

等必要な方策を検討すること。 

六 国際社会にとり重要かつ喫緊の課題である地球温暖化防止のため、京都議定書の第

二約束期間における目標及び昨年末に合意されたパリ協定を踏まえ、間伐や植林等の

森林吸収源対策を着実に推進するための安定財源の確保に向けた検討を加速化するこ

と。さらに、安定財源が確保されるまでの間においても、必要な予算の確保を図るこ

と。 

七 自然環境の保全に配慮した木材産業の持続的かつ健全な発展を図るため、事業者が

合法伐採木材の利用を確保するため適正なリスク評価その他の措置を講ずることを促

すとともに、事業者による合法伐採木材の利用を確保するための取組の実施状況に関

する情報の把握に努め、違法伐採木材の取扱いが懸念される場合には、その是正に努

めること。 

八 近年の山地災害の頻発やその被害の増加を踏まえ、国民の安全で安心な暮らしを守



るため、予防治山対策を含めた治山事業の確実な実施に努めるとともに、必要な予算

の確保を図ること。 

九 東日本大震災からの復興について、海岸防災林の再生や福島の森林・林業の再生を

はじめとする復興対策に全力で取り組むこと。また、平成二十八年熊本地震による災

害について、治山事業による崩壊地の早期復旧や二次災害の防止、被害を受けた森

林・林業の再生に全力で取り組むこと。 

右決議する。 

三、参議院農林水産委員長報告（平成二八年五月一三日） 

○若林健太君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、農林水産委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、森林法等の一部を改正する法律案は、最近における森林及び林業をめぐる状況

を踏まえ、所在不明の森林所有者がある共有林の施業円滑化、分収林契約の契約内容変

更の円滑化、施業集約化を促進するための森林組合及び森林組合連合会が行う事業の見

直し、都道府県域を超える木材の取引計画の大臣認定制度の創設等を行うとともに、国

立研究開発法人森林総合研究所を国立研究開発法人森林研究・整備機構に改組する等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、今後の森林・林業基本政策の方向性、森林組合等が自ら森林

経営事業を行うことができることとする意義、森林総合研究所の今後の業務の在り方等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して紙理事より反対の旨

の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月一二日） 

 森林は、国土の保全、水源涵養、生物多様性の保全、地球温暖化防止、木材等の物質

生産など、多面的・公益的な機能を有している。しかしながら、我が国の林業は、木材

価格の低迷、森林所有者の世代交代、山村地域の過疎化等により、依然として厳しい状

況にあることから、林業の成長産業化を実現するため、適切な森林施業を通じて、国産

材の安定供給体制の構築、森林資源の再造成の確保及び森林の公益的機能の維持増進を

図る必要がある。 

よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 森林資源の循環利用の推進のため主伐後の確実な再造林が必要であるが、現状にお

ける木材の伐採収入では再造林に係る経費の確保が困難であることから、確実な再造



林に向けて、公的補助の拡充等を図ること。 

二 施業の集約化を加速するため、林地台帳整備に当たる市町村等への支援の強化を図

るとともに、森林経営計画作成の促進に向け、プランナー等の人材育成、国の職員に

よる技術的な支援の更なる拡大や、集約化が困難な森林の地方公共団体等による公有

林化に対する支援の強化等の施策の拡充を図ること。 

三 森林組合が森林経営事業実施の体制整備を図り、林業活性化に取り組みつつ、過度

なリスクを取ることで森林組合の経営悪化を招くことのないよう、農林水産省は引き

続き森林組合・森林組合連合会の財務を監督するとともに、森林組合・森林組合連合

会の経営・財務管理を担い得る人材の育成に注力すること。 

四 二〇二〇年東京オリンピック・パラリンピック競技大会施設への国産材利用に積極

的に取り組むとともに、公共建築物の木造化やＣＬＴ（直交集成板）の普及等による

木材利用の拡大、森林認証・認証材の普及促進、木材の輸出促進などにより、国産材

需要の拡大に全力を挙げること。また、木質バイオマスを含む地域材の安定供給体制

の確立に向け、川上・川下における木材需要に対応した供給調整を担う組織や人材の

育成など地域における必要な方策を検討すること。また、セルロースナノファイバー

等の新たな技術の開発・実用化等に取り組むこと。 

五 地域林業の確立を図るためには、林業事業体の育成と林業労働力の確保は不可欠で

あり、山村振興の観点からも、地域の企業の受注機会の増大・所得向上に向けた支援

等必要な方策を検討すること。 

六 国際社会にとり重要かつ喫緊の課題である地球温暖化防止を推進するため、京都議

定書の第二約束期間における目標及び昨年末に合意されたパリ協定を踏まえ、間伐や

植林等の森林吸収源対策を着実に推進するための安定財源の確保に向けた検討を加速

化すること。さらに、安定財源が確保されるまでの間においても、必要な予算の確保

を図ること。 

七 自然環境の保全に配慮した木材産業の持続的かつ健全な発展を図るため、事業者が

合法伐採木材の利用を確保するため適正なリスク評価その他の措置を講ずることを促

すとともに、事業者による合法伐採木材の利用を確保するための取組の実施状況に関

する情報の把握に努め、違法伐採木材の取扱いが懸念される場合には、その是正に努

めること。 

八 近年の山地災害の頻発やその被害の増加を踏まえ、国民の安全で安心な暮らしを守

るため、予防治山対策を含めた治山事業の確実な実施に努めるとともに、必要な予算

の確保を図ること。 

九 東日本大震災からの復興について、海岸防災林の再生や福島の森林・林業の再生を

始めとする復興対策に全力で取り組むこと。また、平成二十八年熊本地震による災害

について、治山事業による崩壊地の早期復旧や二次災害の防止、被害を受けた森林・

林業の再生に全力で取り組むこと。 



右決議する。 


